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2  初診 料 一一医科、 歯科とも 3, 5 90 円 
初診 料は ついては、 健保点数表と 異なり点数ではなく、 上記 金 

額で算定します。 
その他の初診料の 算定に係る取扱いについては 健保準拠です。 

3  救急医療管理加算一一入院 6, 000H 、 蛇 "   、 。 。 " 
初診時に救急医療を 行った場合、 入院した場合 は 6,000 円、 入 

院外の場合は 1,200 円を算定することができます。 

ただし、 これは同一傷病につき 上回限り算定できるものであ り   

健保点数表における「救急医療管理加算」、 「特定入院 料 」とは 

重複して算定できません。 また、 健康保険における「特定療養費 

( 初診 時 自己負担金 ) 」とも重複して 算定できません。 

( 例 1)  救急医療管理加算が 算定できる場合 
① 傷病の発生から 数日間経過した 後に医療機関で 診察を 

受けた場合。 

② 最初に収容された 医療機関においては、 傷病の状態等 

から応急処置だけを 行い、 他の医療機関に 転医した場合。 

( それぞれの医療機関で 算定 可 ) 

③ 傷病発生後長期間経過した 後であ っても、 症状が安定 

しておらず、 再手術等の必要が 生じて 転 医した場合。 

( 転匿 先 でも算定 可 ) 

( 例 2)  救急医療管理加算が 算定できない 場合 

① 再発の場合。 
② 傷病発生後数カ 月経過し、 症状が安定した 後に転医し 

た 場合。 

③ じん肺症、 振動障害等の 慢性疾患あ るいは遅発性疾病 

のような症状が 安定しており 治療するに当たり 緊急性の 

な い 場合。 

④ 初診 料が 算定できない 場合。 ( 他 保険で既に通院中で 

あ るため初診 料が 算定できない 場合等 ) 

4  療養の給付請求書取扱 料 一 2. 000 円 
労災指定医療機関等において、 「療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 

給付請求書 ( 様式第 5 号又は第 16 号の 3) 」を取り扱った 場合に 

2,000 円を算定できます。 

ただし、 再発 ( 様式第 5 号又は第 16 号の 3) の場合や、 転匿 始 
診 ( 様式第 6 号又は第 16 号の 4) の場合は算定できません。 
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5  再診 料 
医科、 歯科とも ( 病床数 200 床未満の医療機関及び 20 0 床 

以上の医療機関の 歯科、 歯科口腔覚科において 算定 ) 

イ 発症の日から (3 の救急医療管理加算又は 健保点数表に 定 
める救急医療管理加算を 算定した日から ) 起算して 3 月以内 

の期間に行った 場合 

10 3 8 0 円 

ロ 発症の日から (3 の救急医療管理加算又は 健保点数表に 定 
める救急医療管理加算を 算定した日から ) 起算して 3 月を超 

えた期間に行った 場合 

( イ )  月の 5 回目までの受診の 場合 

ェ ， 3 8 0 円 

0 口 )  月の 6 回目以降の受診の 場合 ( 健保点数表の 再診 料 
において、 別に厚生労働大臣が 定める患者については、 

( イ ) に掲げる金額を 算定する。 ) 

6 9 0 円 

注 1  再診 料は ついても初診 料 と同様に、 点数ではなく 上記 金 

額で 算定します。 

その他の再診料の 算定 ( 外来管理加算を 除く。 ) に係る 

取扱いについては 健保準拠です。 

注 2  健保点数表の 再診 料 において、 別に厚生労働大臣が 定め 

る 患者とは、 人工腎臓を実施している 状態にあ る患者及び 

慢性疾病疾患管理料を 算定している 患者です。 

注 3  3 月以内の期間の 計算は、 暦肩 によるものであ り、 例え 

ぱ 、 2 月 ェ 0 日 ～ 5 月 9 日、 9 月 1 5 日～ 1 2 月 1 4 日等 

と計算します。 

注 4  発症日から 3 ヵ月を超える 日の初日が月の 途中であ った 

場合には、 当該 3 ヵ月を超える 日の初日から 月末までの間 

の 再診について 1 回目から 5 回目までの受診の 場合は 

1, 3 80 円 、 6 回目以降の受診の 場合は 6 9 0 円で算定 

します。 
例えば、 2 月 ェ 0 日が発症 目 であ る場合 は 、 5 月 9 日ま 

でが 3 ヵ月以内であ り、 5 月 1 0 日が 3 ヵ月を超える 初日 

となり、 5 月 1 0 日から 5 月 3 1 日の期間の間で 6 回目以 

降の再診については 6 90 円で算定することになります。 
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注 5  救急医療管理加算を 算定した場合には、 各月のレセプト 

の「摘要」欄に 救急医療管理加算の 算定した日を 記載する 

よ う 医療機関に指導してください。 

なお、 レセプトの「傷病年月日」と 救急医療管理加算の 

算定日が同一日の 場合、 レセプトの「摘要」欄に 救急医療 

管理加算の算定した 日を記載する 必要はあ りません。 

注 6  3 の救急医療管理加算又は 健保点数表に 定める救急医療 

管理加算を算定していない 場合の発症 日は レセプトの「傷 

病年月日」欄により 確認してください。 

注 7  再発の場合の 発症 日は 、 再発前の傷病の 発症 日 となりま 

す。 
 
 

6
   

イ 発症の日から (3 の救急医療管理加算又は 健保点数表に 定 
める救急医療管理加算を 算定した日から ) 起算して 3 月以内 

0 期間に行った 場合 

5 2, 点 

ロ 発症の日から (3 の救急医療管理加算又は 健保点数表に 定 
める救急医療管理加算を 算定した日から ) 起算して 3 月を超 

えた期間に行った 場合 

( イ )  月の 5 回目までの受診の 場合 

5  2  , 庶 

( ロ )  月の 6 回目以降の受診の 場合 ( 健保点数表の 外来 管 
理 加算において、 別に厚生労働大臣が 定める患者にっ い 
ては、 ( イ ) に掲げる点数を 算定する。 ） 

2  6  , 点 

注 1  健保点数表の 外来管理加算において、 別に厚生労働大臣 

が定める患者は、 現在 ( 平成丁 4 年 7 月 ) 定められて い ま 

せん。 

 
 

注 2  3 月以内の期間の 計算、 3 ；月を超える 日の初日から 月 
末までの間の 算定方法については「 5  再診 料 」と同様で 

す。 
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7 外来管理加算の 特例 

再診時に、 健保点数表において 外来管理加算を 算定することが 

できない処置等を 行った場合でも、 その点数が外来管理加算の 所 

定点数 ( 「 6  外来管理加算」に 定める点数 ) に満たない場合に 

は、 特例として外来管理加算を 算定することができます。 

また、 外来管理加算の 点数に満たない 処置等が 2 つ 以上あ る 場 

合 には最も低 い 点数に対して 外来管理加算を 算定し 、 他の点数は 

外来管理加算の 点数に読み替えて 算定することができます。 

注 1  健保点数表において 算定することができない 処置等とは、 

足りに厚生労働大臣が 定める検査並びにリハビリテーション、 

精神科専門療法、 処置、 手術、 麻酔及び放射線治療をいい 

ます。 

なお、 別に厚生労働大臣が 定める検査とは、 健保点数表 

第 2 章第 3 部検査の第 3 節生体検査料のうち、 次の各区分 

に掲げるものをいいます。 

① 超音波検査等 

② 脳波検査等 

③ 神経・ 筋 検査 

④ 耳鼻咽喉科学的検査 

⑤ 眼科学的検査 

⑥ 負荷試験等 

の ラジオアイソト 一 プを 用いた諸検査 

⑧ 内視鏡検査 

注 2  四肢に対する 処置等に対し 1.5 倍又は 2 倍の加算ができ 

る 取扱い ( 四肢加算 ) が適用される 場合は特例点数を 基準 

にします。 

例えば、 発症の日から 起算して 3 月以内に消炎鎮痛等 処 

置 「マッサージ 等手技による 療法」 ( 四肢 ) を行った場合 

35 点、 X1.5 倍 =53 点、 

よって、 四肢加算後の 特例点数 53 点が基準となり、 外来 

管理加算の 52 点は算定できません。 

なお、 四肢の消失鎮痛等処置「マッサージ 等手技による 

療法」に四肢加算を 行わず、 35 点として外来管理加算の 52 

点を合算して 87 点を算定することはできません。 

注 3  慢性疾病疾患管理料を 算定している 場合であ っても、 慢 

性疫病疾患管理料に 包括される処置 ( 消失鎮痛等処置及び 

理学療法 ( Ⅳ )) 以外の処置等を 行った場合は 、 外ヲ 度度 乍李理加 

算の特例を算定することができます。 
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注 4  リハビリテーション 料のうち個別療法及び 集団療法を実 

施した場合、 1 単位ごとの点数が 外来管理加算の 所定点数 

に満たない場合にほ、 特例として外来管理加算を 算定する 
ことができます。 

例 月の初めに四肢以覚の 傷病に対する 理学療法 (IV) 集 
団療法 (35 点 ) を 2 単位実施した 場合、 ェ 単位田 03 5 

点 に外来管理加算 (52 点 ) を算定し、 2 単位 目 035 点 
を 5 2 点に読み替えて 算定することができます。 

8  再診 時 療養指導管理料一一 9 0 0 円 
外来患者に対して 再診時に療養上の 指導 ( 食事、 日常生活動作、 
機能回復訓練に 関する指導 ) を行った場合に 指導の都度算定でき 

ます。 

注 1  同一月において 健保点数表の 特定疾患療養指導料とは 重 
複 算定できません。 

また、 健保点数表において 特定疾患療養指導料と 重複 算 

定できない管理料・ 指導料等についても、 同様に重複算定 
できません。 ( ウイルス疾患指導料、 てんかん指導料、 難 
病覚来指導管理料、 皮膚科特定疾患指導管理料、 心臓ぺー 
スメーカ一指導管理料、 慢性疫病疾患管理料、 退院前在宅 
療養指導管理料、 在宅自己注射指導管理料、 在宅自己腹 膜 
潅流 指導管理料、 在宅血液透析指導管理料、 在宅酸素療法 
指導管理料、 在宅中心静脈栄養法指導管理料、 在宅成分栄 
養蜂 管 栄養法指導管理料、 在宅自己導尿指導管理料、 在宅 
人工呼吸指導管理料、 在宅持続 陽圧 呼吸療法指導管理料、 
在宅悪性腫瘍患者指導管理料、 在宅寝たきり 患者処置指導 
管理料、 在宅自己疾病管理指導管理料、 在宅 肺 高血圧症患 
者指導管理料、 在宅気管切開患者指導管理料、 通院精神 療 
法 、 心身医学療法とほ 重複算定できません。 ) 

注 2  同時に 2 以上の診療科で 指導を行った 場合であ っても 

(m 科と 歯科及び医科と 歯科口腔覚科の 場合を除く。 ) 再 
診時 療養指導管理料は 1 国として算定します。 
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9  再 就労療養指導管理料一一 2, 400 円 

入院治療後、 通院療養を継続しながら 就労が可能と 医師が認め 

る 音叉 は 入院治療を伴わず 通院療養を 3 ヵ月以上継続している 者 

で、 就労が可能と 医師が認める 者に対し、 就労にあ たっての療養 

上 必要な指導事項及び 就労上必要な 指導事項を記載した「指導管 

運筆」を傷病労働者に 交付し、 指導を行った 場合に月上回につき 

2, 4 0 0 円を算定できます。 

さらに、 傷病労働者の 主治医が、 当該労働者の 所属事業場の 産 

業 医に対して、 文書 ( 指導管理 筆等 ) をもって情報提供した 場合 

( 主治医が当該労働者の 所属事業場の 産業医を兼ねている 場合を 

除く。 ) にも月上回にっき 2, 40 0 円を算定できます。 

ただし、 同一傷病労働者にっき 各々 3 回を限度 ( 頭 頸部外傷 症 

候群 、 頸肩腕症候群等の 慢性的な疾病を 主柄とする者で 現に就労 

している者については、 医師が必要と 認める期間。 回数の制限は 

ない。 ) とします。 
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10  At@ffl- 
入院の日から 起算して 2 週間以内の期間 健保点数の 1. 3(M ィ吾 

上記以降の期間 健保点数の 1. 0 1 倍 

  

入院基本科 は 、 入院の日から 起算して 2 週間以内の期間について 

は、 健保点数の 1. 3 0 倍 、 それ以降の期間については、 健保点数 

の 1. 0 1 倍の点数 ( いずれも 1 点未満の端数は 四捨五入 ) を算定 

することができます。 

注 1  各種加算、 減算の取扱いたついては、 以下のとおりです。 

① 健保点数表における 第 1 車第 2 部「入院 料等 」の第 t 節 

「入院基本科」に 示されている 各種加算、 減算については、 

入院患者の入院期間に 応じ、 加算し又は減算する 点数のみ 

上記健保点数にほ 含まれません ( 例 1) 。 逆に、 入院患者 
の入院期間に 応じ、 加算し又は減算する 点数以外の場合は、 

上記健保点数に 含まれます ( 例 2 、 例 3 、 例 4 、 例 5) 。 

具体的には、 以下のとおりです。 

例 1  入院患者の入院期間に 応じた加算 ( 初期加算 ) 、 減 

算 ( 長期減算 ) 一一 3 4l 土 0 倍、 1, 0 丁倍した後 

に加算、 減算します。 
例 2  看護 師 比率に関する 基準を満たすことができない 病 

棟は ついての減算 ( 看護 師 比率減算 ) 一一 減算後 

の点数を 1. 3 0 倍、 ェ ． 0 1 倍します。 

例 3  労災治療計画朱実施 ( 「 1 1 労災治療計画加算」参 

照 ) 、 院内感染防止対策朱実施の 場合の減算 ( 労災 治 

療 計画朱実施減算、 院内感染防止対策朱実施減算 ) 

一一 - 減算後の点数を 1. 3 0 倍 、 1. 0 1 倍します。 

例 4  医療安全管理体制 未 整備減算、 褥瘡対策朱実施減算 

( 平成 W4 年 10 月 1 日より 減算後の点数 

を 1. 3 (M 倍 、 1. 0 1 倍します。 

例 5  日常生活障害加算、 痴呆加算 加算後の 

点数を 1. 3 (M 倍 、 1. 0 二倍します。 

② 健保点数表における 第 1 車第 2 部「入院 料等 」の第 2 節 

「入院基本科 等 加算」に示されている 各種加算 

1. 3 0 倍 、 1. 0 丁倍した後に 加算 

③ 「 1 1 労災治療計画加算 (1 0 0 点加算 ) 」 

1. 3 (M 倍 、 1. 0 1 倍した後に加算 
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注 2  外泊朝間中の 入院基本科 は 、 すべての加算、 減算を含まな 

い入院基本料の 基本点数に O. t 5 を掛け、 その後 1. 3 0 

倍ないし 1. 0 Ⅰ倍した点数となります。 

注 3  定数超過入院に 該当する場合及び 医療法に定める 人員標準 

を著しく下回る 場合の入院基本科 は 、 以下の点数となります。 

例 1  休院 基本科基本点数一看護 師 比率減算 ) 一 ( 入院基本 

料 基本点数一看護 師 比率減算 ) x 減額率二 A 

AX l . 3 0 0 r l . 0 1 ==A, 

初期加算 ( 長期減算 ) 点数一初期加算 ( 長期減算 ) 

点数 X 減額率二 B 

入院基本料所定点数 ==A, +  B 

更に 労災治療計画 朱 実施減算、 院内感染防止対策朱実施 

減算があ る場合 

(A 一朱実施減算点数 ) X 1. 30 0 r l. 0 l 二 A" 

入院基本料所定点数 ==A" +  B 

注 4  医療機関を退院後、 同一傷病により、 同一の医療機関又は 

当該医療機関と 特別の関係にあ る医療機関に 入院した場合に 

は、 第 f 回目の入院の 日を起算日として 計算します。 

ただし、 退院後、 いずれの医療機関にも 入院せずに 3 ヵ月 

以上経過し、 その後再入院となった 場合については、 再入院 

日を起算日として 新たに入院期間を 計算します。 
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11 労災治療 計直 両口真一一一 I  0  0  , 点 
収容施設を有する 診療所及び病院において、 入院の際に医師、 

看護 師 、 その他関係職種が 共同して総合的な 治療計画を策定し 、 

医師が入院後 7 日以内に労災治療計画書 ( 又はこれに準ずる 文 

書 ) により傷病名及び 傷病の部位、 症状、 治療計画、 検査内容及 
び日程、 手術内容及び 日程、 推定される入院期間、 入院中の注意 
事項、 退院時において 見込まれる回復の 程度等について 説明を行 

っ た場合、 1 回の入院につき 上回限り 1 00 点を入院基本科又は 

特定入院 料 に加算できます。 
ただし、 これを行わなかった 場合にあ っては、 健保における 取 

扱いと同様に 、 ェ 入院中 1 回について、 入院基本科又は 特定入院 

料の所定点数から 3 50 点減算して算定することになります。 
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注 3  医師の病名等の 説明に対し理解できないと 認められる患、 
者 ( 例えば、 意識障害者等 ) については、 その家族等に 対 
して行った場合に 算定できます。 

12  特別 監毛謝   200 ， 煮 、 

頭部外傷等により 意識消失し、 極めて重篤な 状態にあ る患者に 
対して、 常時監視し、 病状の変化に 即応した適切な 処置を講ずる 
必要があ る場合 ( 症状が固定し、 植物状態にあ る患者は含まない 
。 ) に 1 日 は つき 200 点算定できます。 
したがって、 特別監視料を 算定している 患者に対して、 理学療 
法 ( 個別療法 ) が行われるようなことは 医学的に考えられないの 

で、 このような矛盾した 点数算定が行われていないかどうか 注意 

してください。 

なお、 特定入院 料 との重複算定ほできません。 
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13  入院室料加算 

f 日にっき 個 室 ( 甲地 )  10.000 門 限度 
( 乙地 ) 9,000 円限度 

2 人部屋 ( 甲地 ) 5,000 円限度 

( 乙地 ) 4,500 円限度 
3 人部屋 ( 甲地 ) 5,000 円限度 

( 乙地 ) 4,500 円限度 
4 人部屋 ( 甲地 ) 4,000 円限度 

( 乙地 )  3,600 円限度 

上記の金額の 限度内で医療機関が 表示している 金額で算定できます。 

  

入院室料加算の 地域区分の甲 地 とは、 一般職の職員の 給与に関 

する法律 ( 昭和 2 5 年法律第 9 5 号 ) 第 1 t 条の 3 に基づく人事 

院 規則 9 一 4 9 ( 調整手当 ) により支給区分が 甲地 とされる地域 

をいい、 乙地 とは 甲地 以外の地域を い います。   

次の①及び②の 要件に該当する 場合に算定できることとしますが、 

②の ェ にあ っては、 初回入院日から、 7 日を限度とします。 

①厚生労働大臣から 特別の療養環境の 提供の承認を 受けた病室 

で、 傷病労働者の 容体が常時監視できるような 設備又は構造上 

の配慮がなされている 個室、 2 人部屋、 3 人部屋及び 4 人部屋 

に収容した場合。 

②傷病労働者が 次の各号のいずれかに 該当するものであ ること。 

ア 症状が重篤であ って、 絶対安静を必要とし、 医師又は看護 

師 が常時監視し、 随時適切な措置を 講ずる必要があ ると認め 

られるもの。 

ィ 症状は必ずしも 重篤ではないが、 手術のため比較的長期に 

わたり医師又は 看護 師 が常時監視を 要し、 随時適切な措置を 

講ずる必要があ ると認められるもの。 

ゥ 医師が、 医学上他の患者から 隔離しなければ 適切な診療が 

できないと認めたもの。 

ェ 傷病労働者が 赴いた病院又は 診療所の普通塞が 満床で、 か 

っ 、 緊急に入院療養を 必要とするもの。 (7 日を限度 ) 
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注 特定入院 料 、 重症者等療養環境特別加算、 療養環境加算、 

療養病棟療養環境加算及び 診療所療養病床療養環境加算との 
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地 域 区 分 

さいたま市 

千葉市 

特別 E 、 八王子市、 立川市、 武蔵 野市、 三鷹市、 府 

中市、 調布市、 町田市、 小金井市、 国分寺市、 国立 

市、 狛江市、 多摩市、 稲城市、 西東京市 

横浜市、 川崎市、 横須賀市、 鎌倉市、 三浦郡葉山町 

名古屋市 

京都市   
大阪市、 豊中市、 吹田市、 高槻市、 守口市、 枚方 

市、 茨木市、 寝屋川市、 箕面市、 高石市、 堺市、 岸 

和田市、 池田市、 泉大津市、 貝塚市、 八尾市、 泉佐 

野市、 富田林市、 和泉市、 東大阪市 

神戸市、 尼崎市、 西宮市、 芦屋市、 伊丹市、 宝塚市 

福岡市 

  

  

  

  

14 病衣 貸与 料   7  , 点 、 
患者が緊急収容され 病 衣を有していないため 医療機関から 病友 

の 賞与を受けた 場合、 又は傷病の感染予防上の 必要性から医療機 

関が 患者に病衣を 貸与した場合には、 1 日にっき 7 点を算定でき 

ます。 
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15 入院時食事療養費 
入院時食事療養費については、 平成 12 年 m2 月 28 日厚生省告示 

第 569 号による改正後の 平成 6 年 8 月 5 日付け厚生省告示第 237 号 

の 別表「食事療養の 費用 額 算定 表 」に定める金額の 1.2 倍により 

算定します。 (1 0 円 未満の端数 は 四捨五入 ) 

Ⅲ 入院時食事療養 (1) 1 日にっき 2, 3 0 0 円 

別に厚生労働大臣が 定める基準に 適合しているものとして 地 

方社会保険事務局長に 届け出て当該基準による 食事療養を行 う 

保険医療機関に 入院している 患者について、 当該食事療養を 行 

っ たときに算定します。 

① 特別管理加算 2 4 0 円 

別に厚生労働大臣が 定める特別管理に 関する基準に 適合し 

ているものとして 地方社会保険事務局長に 届け出て当該基準 

による特別管理を 行ったときに 算定します。 

② 特別会加算 4 2 0 円 

別に厚生労働大臣が 定める特別食を 提供したときに 算定す 

ることができます。 

③ 食堂加算 6 O 円 

食堂における 食事療養を行ったときに 算定することができ 

ます。 ( 療養病棟に入院する 患者を除く。 ) 

④ 選択メニュー 加算 6 O 円 

複数の献立による 食事療養を行ったときに 算定することが 

できます。 

(2) 入院時食事療養 (11) 1 日にっき 1, 8 2 0 円 

入院時食事療養 (1) を算定する保険医療機関以外の 保険 
医療機関に入院している 患者について、 食事療養を行ったと 

きに算定します。 
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16  コンピューター 断層撮影 料 

健保，点数表では 同一部位に対してコンピューター 断層撮影及び 

磁気共鳴コンピューター 断層撮影が同一月に 2 回以上行われた 場 

合 、 当該 月 02 回目以降の撮影の 費用は、 撮影部位 ( 頭部、 躯幹 

及び四肢 ) に応じて別に 掲げる点数にょり 算定することとなって 

いますが、 労災ではこの 規定は適用されません。 

( 例 1) 同一月に四肢に 対して 1 回目単純 C,M 撮影、 2 回目単純 
CT 撮影を行った 場合。 

1 回目 単純 CT 撮影 5 7 (h, 点 、 ( 中断層診断 4 5 0 ， ほ ) 

2 回目                   5 7 0 ， 点 

  

  

合 計 t, 1 4(h 点 ( 断層診断を含め 1, 5 9 0 点 ) 算定 

( 例 2) 同一月に頭部に 対してⅠ口目単純 CT 撮影、 2 回目単純 
MR I 撮影を行った 場合。 

1 回目 単純 CT 撮影 6 2 0 点 ( 土断層診断 450 点 ) 

2 回目 単純 MR I 撮影     1 40 ， 点 、 

合 計 1, 7 6 0 点 ( 断層診断を含め 2, 2 Ⅰ 0 点 ) 算定 

( 例 3) 同一月に躯幹に 対してⅠ凹目単純 CT 撮影、 2 回目単純 

MR I 撮影、 3 回目特殊 CT 撮影を行った 場合。 

1 回目 単純 CT 撮影 8 3 0 点 ( 中断層診断 450 点 ) 

2 回目 単純 MR I 撮影 1, 2 2 0 点、 

3 回目 特殊 CT 撮影 9 6 0 ， 点 

合 計 3, 0 1 0 点 ( 断層診断を含め 3, 4 6 0 点 ) 算定 
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17  リハビリテーション 

発症の日から 起算して 3 月以内の期間において、 リハビリテー 

ションのうち 個別療法と集団療法を 行った場合については、 健保 

点数表に定める 患者工人にっき 1 月の合計単位数の 逓減又は制限 

を行 う ことなく算定できます。 

注 1  発症 日は レセプトの「傷病年月日」欄により 確認してく 

ださい。 なお、 発症 日は ついては、 再診 料 においては救急 

医療管理加算を 算定した日とすることができますが、 リハ 

ビリテーションでは 当該取扱いはできません。 

注 2  発症日から 3 月を超える日以降の 期間の算定は 次のとお 

りになります。 

ィ 個別療法は工 肩 に工工単位 目 以降のものについて、 所定 

点数の 1 00 分の 7 0 に相当する点数により 算定すること 

になります。 

なお、 この場合の四肢加算は 1 単位ごとに逓減したのち 

の所定点数に 四肢加算の倍率を 乗じることになります。 

ロ 集団療法は 1 月合計 8 単位に限り算定することにな ゲ ま 

す。 
ただし、 回復期リハビリテーション 病棟入院料を 算定す 

る患者及び早期リハビリテーション 加算を算定する 患者に 

ついては、 上記 イの 逓減を行 う ことなく算定できます。 

注 3  発症日から 3 ヵ月を超える 日の初日が月の 途中であ った 

場合には、 当該 3 ヵ月を超える 日の初日から 月末までの間 

において、 個別療法は 1 1 単位田以降のものについて、 所 

定点数のⅠ 00 分の 7 0 に相当する点数により 算定し 、 集 

団 療法は 8 単位に限り算定することになります。 

例えば、 2 月 1 0 日が発症 日 であ る場合は、 5 月 9 日ま 

でが 3 ヵ月以内であ り、 5 月 1 0 日が 3 ヵ月を超える 初日 

となり、 5 月 1 0 日から 5 月 3 Ⅰ日の期間の 間で個別 療 、 法 

は 1 1 単位田以降のものについて、 所定点数の 1 0 0 分の 

70 に相当する点数により 算定し、 集団療法は 8 単位に限 

り算定することになります。 
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注 4  個別療法 は 、 傷病労働者 1 人にっきⅠ 日 3 単位に限り算 

定 できます。 

集団療法は、 傷病労働者 1 人につき 1 日 2 単位に限り算 

定 できます。 

なお、 理学療法、 作業療法及び 言語聴覚療法については、 

患者工人につき 1 日合計 4 単位 ( 回復期リハビリテーショ 

ン病棟入院料を 算定する患者及び 早期リハビリテーション 

加算を算定する 患者についてはⅠ日合計 6 単位 ) に限り算 

定できます。 

i8  @m リハビリテーションカロ 算 

急性発症した 脳血管疾患等の 疾患の患者に 対して、 リハビリテ 
ーション計画を 作成し、 当該リハビリテーション 計画に基づき、 

理学療法 ( Ⅲ ) 程度の「個別療法」を 行った場合は 、 次に掲げる 

区分に応じ、 早期リハビリテーション 加算として、 それぞれ次に 
定める点数を 健保点数表における 理学療法 ( Ⅲ ) の所定点数に 加 

算して算定できます。 この場合において、 入院中の患者に 対し、 

病棟等において 早期歩行、 ADL の自立等を目的とした 個別療法 

を行った場合は、 工 単位につき更に 3 0 点を健保点数表における 

所定点数に加算することができます。 

なお、 当該加算の対象疾病については、 健保点数表における 

「早期リハビリテーション 加算」において 定めているものと 同様 

とします。 また、 早期リハビリテーション 加算は、 四肢加算の対 

象 とはなりません。 

イ 発症後 t 4 日以内に行われた 場合 

い単位にっき )  1 0 0 点、 

口 発症後 1 5 日以上 3 0 日以内の期間に 行われた場合 

(1 単位にっき ) 8  0  ， 点 、 

八 発症後 3 1 ロ以上 90 日以内の期間に 行われた場合 

( ェ 単位につき ) 3  0  , 点 

在 ェ 「急性発症した 脳血管疾患等の 疾患の患者」とは、 脳血 

管 疾患、 脊髄損傷等の 脳・脊髄 ( 中枢神経 ) 外傷、 大腿骨 

頸部骨折、 下肢・骨盤等の 骨折、 上肢骨折又は 開腹 術・開 
胸術後の患者であ り、 理学療法による 治療が必要と 認めら 

れる患者をいいます。 この場合、 脳血管疾患、 とは、 急激な 

意識障害発作を 伴った脳内出血、 脳塞栓、 脳血栓、 くも膜 
下出血、 脳 動脈瘤破裂等をいい、 症状の発現の 緩徐な慢性 

脳循環不全症 等 はこれに該当しません。 

また、 脊椎・関節の 手術を受けた 患者についても、 理学 

療法による治療が 必要と認められる 患者については、 「急 

性発症した脳血管疾患等の 疾患の患者」に 該当します。 
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注 2  労災保険においてほ、 リハビリテーション 計画の作成及 
びそれに基づく 理学療法の実施を 前提として理学療法 (1) 
及び理学療法 (11) 以外の医療機関においても 早期リハビ 
リテーション 加算を算定することができます。 

この場合、 理学療法 (1I1) を算定する医療機関にあ って 
は、 地方社会保険事務局に 対し施設基準の 届出が行われて 

いることから、 理学療法 (1) 及び理学療法 (11) を算定 
する医療機関と 同様に取り扱うことができます。 

また、 理学療法の施設基準の 届出を行っていない 医療機 

関であ って、 リハビリテーション 計画書を作成し、 それに 

基づく理学療法を 実施した場合に 限り、 早期リハビリテー 

ション加算が 算定できます。 ただし、 この場合、 早期リハ 

ビリテーション 加算を算定する 場合は、 各月のレセプトに 

当該リハビリテーション 計画書 ( 写 ) を添付しなければなり 

ません。 

なお、 このリハビリテーション 計画書は、 健康保険にお 
ける様式を準用してください。 

( 例 ) 理学療法の施設基準の 届出を行っていない 医療機関 

において、 発症後 2 0 日目の大腿骨頸部骨折の 患者に 

対して、 リハビリテーション 計画を作成し、 当該リハ 

ビリテーション 計画に基づき、 「個別療法 2 単位」 

を行った場合 

理学療法 ( Ⅲ ) 「個別療法」の ェ 単位 二 丁 0 0 点 、 

四肢加算 

1 0 0 点 X  1. 5 ==  1 5 0 点、 

f 5 0 ， 点 、 X  2 単位 =  3 0 0 ， 点   ① 
早期リハ加算 

8 0 点 、 X  2 単位 二 Ⅰ 6 0 点 - 一 ② 
① 十 ② 二 4  6  0  ， 点 、 

注 3  早期リハビリテーション 加算を算定している 場合、 個別 

療法における 1 月に 1 1 単位 目 以降のものについて、 所定 

点数の 1 00 分の 70 に相当する点数により 算定するとい 

う月の逓減については 適用されません。 
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19  理学療法悦 施 加算 ---- Ⅰ 0  , イま 

同一の患者に 対し、 健保点数表に 定める理学療法の 個別療法と集 

団療法を同一日に 実施した場合は、 個別療法の所定点数にⅠ 0 点を 

加算して算定することができます。 
ただし、 この加算の算定は 1 日にっき 1 回限りとします。 

( 例 t) 理学療法 (11) の所定点数を 算定することができる 医療機 
関において、 「個別療法 1 単位・上腕」を 5 日間行い、 うち 

3 日間については「集団療法 ェ 単位・上肢」を 併 施した場合。 

* 理学療法 (11)  ( 個別療法 ェ 単位・上腕 ) 
(1 8 0 点 X 1. 5 倍 ) 2 70X5 

* 理学療法悦 施 加算 1 0 X 3 

ム - 十 1  ,  3  8  0  ， 点 
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20  初診 時 ブラッシ ン が 科 -- 9 1 点、 

創面が異物の 混入、 付着等により 汚染している 創傷の治療の 前 

処置として、 生理食塩水、 蒸留水、 ブラシ等を用いて 創面の汚染 

除去を行った 場合に算定できます。 

ただし、 同一傷病につき 上回 ( 初診 時 ) 限りとします。 

注 1  初診 時 ブラッシンバ 料を含む処置、 手術の所定点数の 合 

計が 150 点以上の場合に 限り、 時間外、 深夜又は休日加算 

ができます (u 点 未満四捨五入 ) 。 

注 2  健保のデブリードマン ( 創傷処理におけるデブリードマ 

ン加算を含む。 ) とは重複算定はできません。 

注 3  四肢の特例取扱はあ りませんので、 たとえ四肢の 創傷に 

対するブラッシンバであ っても 9 1 点の算定となります。 

21 四肢に対する 特例取扱い 

Ⅰ 指の創傷処理 ( 筋肉に達しないもの。 ) 

手の指の創傷処理については、 健保点数にかかわらず、 次に掲 

げる点数で算定します。 ただし、 筋肉に達するものは 健保点数の 

2.W 吾で算定します。 

指 1 本 940 点、 (470 点 X  2.0 倍 ) 

指 2 本 1,410 点 i  (940 点、 +  470 点 ) さらに四肢加算 

指 3 本 

  指 5 本 2,350 点 (470 点 X  5.0 倍 ) 
なお、 創傷処理 ( 筋肉に達しないもの。 ) と指 ( 手 、 足 ) に係 

る手術等又は 骨折 非 額皿 的 整復術を各々異なる 手の指に対して 併 

せて行った場合にほ、 同一手術 野 とみなさず各々の 所定点数を合 

算した点数で 算定できます。 

( 参考 ) 創傷処理の算定に 当たり、 指で筋肉に達するものと 指以 

外は、 次の健保点数を 基礎として算定します。 

ェ 筋肉、 臓器に達するもの 

長径 5crIM 未満 ㍉ 250 点 

長径 5cm 以上 locm 未満 1,680 点、 

長径 l0cm 以上 2,000 点 

2  筋肉、 臓器に達しないもの 

長径 5crIM 未満 470 点 

長径 5  Cm 以上 locm 未       850 点 

長径 locm 以上 1,320 点 
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11 指の骨折 非 額面的整復 術 
手の指の骨折 非観面 的整復 術は ついては、 次に掲げる点数で 算 

足 します。 

指 1 本 2,880 点 (1, 蛆 0 点 X  2.0 倍 ) 

指 3 本 5,760 点、 (4.320 点 十 1,440 点 )  することはでき 
指 4  本 7,200 点 (5.760 点 十 1,440 点 )  ません。 
指 5  本 7,200 点 (1, 佃 0 点 X  5.0 倍 )   
なお、 骨折 非 額面的整復 術 と指 ( 手 、 足 ) に係る手術等又は 創 

傷 処理 ( 筋肉に達しないもの。 ) を各々異なる 手の指に対して 併 

せて行った場合には、 同一手術 野 とみなさず各々の 所定点数を合 

算した点数で 算定できます。 

mI 処置及び手術についての 特例一一 エ ． 5 イ吾 (2 Ⅰ 吾 ) 

㎝ 四肢 ( 鎖骨、 肩甲骨及び股関節を 含む ) の傷病に対し、 次に掲 
げる処置、 手術及びリハビリテーションの 点数は健保点数の ユ 二五 

倍 として算定できます。 (1 点未満切上げ )   

( 処置 ) 
①創傷処置、 術後創傷処置、 絆創膏固定 術 、 ドレーン法及び 皮 

膚科 軟膏処置 

②関節穿刺及び 消失鎮痛等処置のうち「湿布処置」 

③皮膚科光線療法、 銅線等に よ る直達牽引 (2 日目以降 ) 、 消 
炎 鎮痛等処置のうち「マッサージ 等の手技による 療法」及び 

「器具等による 療法」 

( 手術 ) 
④創傷処理、 デブリードマン 

ただし、 指の創傷処理 ( 筋肉に達しないもの。 ) は、 前記   

による。 

⑤皮膚切開 術 
⑥筋骨格系・ 四肢・体幹の 手術 
ただし、 指の骨折 非 額皿均整復 術は 、 前記 11 による。 

⑦神経、 血管の手術 

( リハビリテーション ) 

⑧理学療法、 作業療法 
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(2) 上記Ⅲの①～②の 処置及び④～⑦の 手術については、 手 ( 手関 
節 以下 ) 及び手の指に 係る場合のみ 健保点数の 2. 0 倍として 算 

定 できます。 

ただし、 健康保険において 処置面積を合算して 算定する「創傷 

処置」等については、 四肢加算の倍率 ( 手指 2 倍、 手指以覚の四 
肢 1.5 倍、 四肢以覚 t 倍 ) が 異なる部位に 行 う 場合には、 それぞ 

れの倍率毎に 処置面積を合算して 算定することができます。 

また、 「創傷処置」等を 四肢加算の倍率が 異なる範囲にまたが 

って ( 連続して ) 行 う 場合には、 処置面積を合算し 該当する区分 

0 所定点数に対して 最も高 い 倍率で算定します。 

なお、 四肢の傷病に 対する特例取扱いは 適用される項目も 多く 
誤りも多くみられますので、 特に下記の点に 留意してください。 

注 1  特例取扱いの 対象となるものは 上に掲げたもののみです 

ので、 薬剤 料 、 特定保険医療材料 料 、 輸血粘、 ギプス 料な 

どは対象となりません。 

注 2  健保点数の 2. 0 倍として算定できるのは、 手 ( 手 関節 

以刊 、 手の指に係る 処置・手術のみです。 

足の指の処置は 1. 5 倍です。 

注 3  植皮 術 、 皮膚移植 術 等の形成手術は 特例取扱いの 対象と 

はなりません。 

注 4  処置における 腰部固定常加算、 手術における 創覚 固定器 

加算等の材料評価は、 対象になりません。 

22 手指の機能回復指導加算 --- 1 g(L, 中ま 

手 ( 手 関節以下 ) 及び手の指の 初期治療における 機能回復指導 
加算として、 当該部位について、 次に掲げる手術を 行った場合 は 

1 回に限り所定点数に 190 点を加算できます。 

①創傷処理、 デブリードマン 

②皮膚切開 術 
③筋骨格系・ 四肢・体幹の 手術 

注 1  時間外加算及び 四肢加算はできません。 

注 2  右手、 左手をそれぞれ 手術した場合でも 算定は 、 1 回 限 

りです。 
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23  固定用伸縮性包帯 
労災で使用する 伸縮性包帯は、 処置及び手術において 頭部・頸 

部・躯幹の他四肢に 使用した場合も 算定することができます。 

なお、 健保における 腰部固定常加算 (1 80 点 ) については、 
1 8 0 点を超える腰部固定帯を 使用した場合は、 実費相当額 ( 購 
入価格をⅠ 0 円で除して得た 点数 ) で算定することができます。 

注 1  処置及び手術に 当たって通常使用される 治療材料 ( 包帯 

材料等 ) 又は衛生材料 ( ガーゼ等 ) の費用は算定できませ 

ん。 

24  消失 % 高等処置の ! ぼ例 
Ⅰ 逓減について 

消炎 鎮痛等処置については、 同一の傷病労働者につき 同一月にお 

いて、 「器具等による 療法」又は「湿布処置」を 同一の部位 

( 局所 ) に対して合わせて 5 回以上行った 場合は、 5 回目以降につ 

いては健保点数の 1 00 分の 5 0 に相当する点数により 算定するこ 

とになります。 

( 例 ) 
同一月に左上肢に「器具等による 療法」を先に 4 回行い、 同 

じ左上肢に「湿布処置」を 2 回行った場合。 

左上肢に「器具等に よ る療法」 

53 点 (35 点、 X1.5 倍 (1 点未満切り上げ )    X4 回 臣 212 点、 

左上肢に「湿布処置」 
27 点 (35 点 X50/100 二 18 点 18 点 X1.5 倍 ) X2 回 =  54 点 

11 消失鎮痛等処置の 3 部位又は 3 局所の取扱いについて 

① 消失鎮痛等処置のうち「マッサージ 等の手技による 療法」又は 

「器具等による 療法」を行った 場合は 、 Ⅰ日につき合わせて 負傷 

にあ って は受傷 部位ごとに 3 部位を限度とし、 また、 疾病にあ っ 

ては 3 局所を限度とし 算定できます。 

なお、 介達 牽引は「器具による 療法」に含まれることとなった 

ことにより、 3 部位又は 3 局所まで算定できます。 

② 消 失 鎮痛等処置のうち「湿布処置Ⅰについてほ 、 1 日につき所 

定点数 ( 湿布処置の場合は 倍率が異なる 部位ごとに算定し 合算と 

する。 ) を算定できます。 
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( 例 n 
右上肢に「手技による 療法」 35 点 x  1.5 倍 二 53 点 

左上肢に「手技による 療法」 35, 点 X  1.54 音 =  53, 点 

右下肢に「器具等による 療法」 35 点 X  1.5 ィ吾 二 53 点 

左下肢に「器具等による 療法」 35 点、 X  1.57 音 二 53, 点 

3 部位までの算定になりますので 159 点 となります。 

( 例 2  ) 

腰 部に「湿布処置」 35 点 二 35, 点 

左前腕に「湿布処置」 35, 点 X  1.5 倍 =  53, 点 

右手指に「湿布処置」 24 点 X  2.0 倍 二 48 点 

ム 計 136 点 

nI 消失鎮痛等処置の 併 腕に ついて 
の 「湿布処置」と「マッサージ 等の手技による 療法」及び「器具 

等による療法」を 同一日にそれぞれ 異なる部位 ( 局所 ) に行った 

場合は、 「湿布処置」の 所定点数に「マッサージ 等の手技による 

療法」及び「器具による 療法」の計 2 部位分の点数を 合わせて算 
定でき、 同一日に「マッサージ 等の手技による 療法」及び「器具 

による療法」の 計 2 部位以上と湿布処置を 行った場合は 、 「マッ 

サージ等の手技による 療法」及び「器具による 療法」の計 2 部位 

と 湿布処置の所定点数を 合わせて算定できます。 
ただし、 「マッサージ 等の手技による 療法」及び「器具等によ 

る療法」を 3 部位 ( 局所 ) 以上に行っている 場合は、 「湿布処置」 

の点数を算定することなく、 「マッサージ 等の手技による 療法」 

及び「器具等による 療法」の点数のみを 3 部位 ( 局所 ) まで算定 

して差し支えあ りません。 

( 例 n 
左前腕に「湿布処置」 35 点、 X  1.5 倍 二 53 点、 

左下肢に「手技による 療法」 35 点、 X  1.5 倍 ニ 53 点、 

右下肢に「手技による 療法」 35, 点 X  1.5 倍 =  53, 点 

頸 部に「器具等による 療法」 35, 点 二 35, 点 

湿布処置 十 ( 手技による療法中器具等による 療法 ( 計 2 部位 )) 

159 点 ( 53 点 十 106 点 ) 
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② 「湿布処置」と 理学療法を同一日に 行った場合は、 「湿布処置」 

の工部位と理学療法の 所定点数を算定できるものであ り、 理学療 

法と「マッサージ 等の手技による 療法」又は「器具等による 療法」 

を同一日に行った 場合は、 理学療法の所定点数に「マッサージ 等 

の手技による 療法Ⅰ又は「器具等による 療法」のいずれか 1 部位 

を算定できます。 
ただし、 「マッサージ 等の手技による 療法」及び「器具等によ 

る療法」を複数部位に 行っている場合で、 その点数の合計が 上記 

取扱いによる 点数の合計を 超える場合については、 「マ 

ッサージ等の 手技による療法」及 び 「器具等による 療法」の合計 

点数を算定して 差し支えあ りません。 
なお、 「湿布処置」と 理学療法に「マッサージ 等の手技に よ る 

療法」又は「器具等による 療法」を同一日に 行った場合は、 合計 

して 3 項目まで算定できます。 

( 例 n 
右上肢に理学療法 (IV) 集団療法 1  単位 35 点、 X  1.5 ィ吾二 53 点 
右上肢に「器具等による 療法」 35 点 X  1.5 ィ吾 =  53 点、 

ム 計 106 点 

( 例 2) 
左上肢に理学療法 ( Ⅳ ) 集団療法 1  単位 35 点 x  1.5 ィ 吾主 53, 点 

左上肢に 「湿布処置」 35 点 X  1.5 イ音二 53, 点 
本 - 一 - 一 p 十 106 点 

( 例 3) 
左上肢に理学療法 (IV) 集団療法 1  単位 35 点 X  1.5 倍 二 53 点 

頸部に 「器具等による 療法」 35 点、 

左上肢に 「手技による 療法」 35 点、 X 1.5 倍 二 53 点 
理学療法十手技に よ る療法又は器具等による 療法 け 部位 分 ) 

53 点 十 53 点 二 106 点 

( 例 4) 
左上肢に理学療法 ( Ⅳ ) 集団療法 ュ 単位 35 点 x  1.5 倍 二 53 点 

右下肢に 「手技による 療法」 35 点、 X  1.5 倍 ニ 53, 点 、 
右上肢に「器具等による 療法」 35, 点 X  1.5 倍 二 53, 煮 、 

左下肢に 「手技による 療法   35 点 X  1.5   音 =  53 点 
理学療法十手技による 療法又は器具等による 療法 り 部位 分 ) 

53 点、 +  53 点 二 106 点、 

手技による療法土器具等による 療法 (3 部位 )  の合計 
53 点 +  53 点 十 53 点 二 159 点 

したがって、 この場合は 159 点を算定する。 
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注 1  消失鎮痛等処置の 四肢加算の取扱いは、 「マッサージ 等 

の手技による 療法」及び「器具等による 療法」については 

所定点数の 1. 5 倍、 「湿布処置」は 所定点数の 1. 5 倍 

( 手及び手指は 2 倍 ) として算定することができます。 

注 2  局所とは、 上肢の左右、 下肢の左右及び 頭より尾頭まで 

の躯幹のそれぞれを 工局所とし、 全身を 5 局所に分けたも 
のをいけます。 

注 3  消失鎮痛等処置の 種類及び部位 ( 局所 ) について、 レセ 

プトに明確に 記載するよ う 医療機関に指導してください。 

注 4  外来診療料を 算定する医療機関においては、 消炎鎮痛等 

処置は算定できません。 また湿布処置については、 診療所 

において、 入院中の患者以外の 患者についてのみ 算定する 

ことができます。 
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25 振動障害に係る 検査料 

振動障害に係る 検査 

んが、 労災においては 
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 点

 

( 最大握力、 瞬 発 握力 ) 、 維 

コ法 ) を 併せて行う検査 

室 力 (60% 。 法 ) 検査 

ぇ力 検査 

，ング検査 

「での手指の 皮膚 温 検査 

ョ 荷による手指の 皮膚 温 検査 

「による 爪 圧迫検査 

き 荷による 爪 圧迫検査 

ト での手指の痛覚検査 

ョ 荷による手指の 痛覚検査 

ヮ 振動 覚 ( 常温下での両手 ) 

ヮ 振動 覚 ( 冷却負荷での 両手 

事の温覚検査 

羊の冷覚検査 

  持 握力 

検査 

  ) 検査 

片手、 両手 

片手、 両手 

片手、 両手 

片手、 両手 

工 

Ⅰ 上 

工 

Ⅰ 上 

Ⅰ・ よ 

Ⅰ 上 

工 

1 Ⅰ 

１ % 

ⅠⅠ 

にかかわらず 6 0f 

にかかわらず 6 0f 

にかかわらず 5 Of 

にかかわらず 6 0 ， 

指 にっき 7 
指 1 回につき 7,. 

指は つき 7 
指 1 回につき 7,, 

指は つき 9 
指 1 回につき 9,. 

指は つき 4@ 0 ， ' 

指 1 回につき 4 0 ，・ 

手につき 9 
手にっき 9 
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11  参考 
1  健康保険診療報酬 ( 平成 14 年 4 月Ⅰ 日 ) 改定に係る留意点 

( ェ ) 外来診療 科 月 イ の Ⅰ 回 目の受診の場合 7  7  , 点 、 

ロ 月の 2 回目以降の受診の 場合 

( イ )  人工腎臓を実施している 状態にあ る患者の場合 

7 0 点、 

( ロ )  ( イ ) 以外の場合 3  5  , 点 

注 1  病床数 20 0 床以上の医療機関 ( 当該医療機関の 歯科、 

歯科口腔覚科を 除く ) において算定します。 

注 2  外来診療料の 点数、 その他算定に 係る取扱いほついて 

は健保準拠であ り、 外来診療 科 に包括される 処置につい 

ては、 たとえ四肢に 対する特例取扱い (20 ぺージ参照 ) 
を行 う ことに よ り外来診療料の 点数を越えるものであ っ 

ても、 外来診療 科 とは別に算定することはできません。 

注 3  選定療養であ る「病床数が 2 0 0 以上の病院について 

受けた再診」については、 労災保険の給付の 対象とはな 

りません。 

(2)  慢性疾病院 患 管理料 
診療所において、 入院中の患者以外の 慢性癖 痛 に係る疾患を 

主柄とする患者に 対して、 療養上必要な 指導を行った 場合に 、 

月 t 回に限り算定することができます ( 再診 時 療養指導料との 

重複算定はできません。 ) 。 

なお、 慢性疫病疾患管理料を 算定した場合、 消炎鎮痛等処置 
尺 ぴ 理学療法 (IV) は慢性疫病疾患管理料に 包括され、 当該算定 
月 においては算定することができません。 

(3)  ギプス 料 
ギプス料については、 手術の部から 処置の部に移動になった 

ことから、 ギプス料の所定点数が 1 5 0 点以上のときは、 時間 

外加算、 休日加算及び 深夜加算を算定できます。 

また、 手術当日に、 手術に関連して 行 う 処置については、 術 

前、 術後にかかわらず 算定できませんが、 ギプスについては、 

算定することができます。 
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(4) 手徒膵斗 

① 手術に当たって 通常使用される 外皮用殺菌剤 ( イソジン、 

ネオ ョ ジン等 ) については、 手術の所定点数に 含まれ別に 

算定することはできません。 
② 「 K039 」 腱 移植 術 ( 人工腰形成術を 含む ) の「 1 」 

指 ( 手 、 足 ) 及び「 K040 」 腱 移行術の「 1 」 指 ( 手 、 

足 ) については、 第 1 指から第 5 指 ( 中手部・中足部若し 

くは中手骨・ 中足骨を含まない。 ) のそれぞれを 同一手術 

野 とする手術から 第 Ⅰ指から第 5 指 ( 中手部・中足部若し 

くは中手骨，中足骨を 含む。 ) のそれぞれを 同一手術 野 と 

する手術に変更になりましたので 注意してくだ ざい 。 
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2
 消 失 鎮痛等処置及び 理学療法の取扱い 

マッサージ等の 
手技による療法 器具等による 療法 ( 湿布処置 診療所覚来のみ ) 理学療法 

1 マッサージ等の 手技による療法 
湿布処置の所定点 
数度 ぴ マッサージ 

理学療法の所定点 

3 部位 ( 局所 ) まで算定 

  等の手技による 療 

療法 2  部位 ( 局 
法 、 器具等による   
所 ) まで算定 療法 1 部位 ( 局 

2 器具等による 療法 * 注 1 
所 ) を 算定 

* 注 2 
* 注 3 

1 日にっき所定点 
数を算定 ( 倍率が 湿布処置工部位 及 

3  ( 診療所覚来のみ 湿布処置 ) 異なる部位ごとに び 理学療法の所定   

算定し合算とす 点数を算定 
る 。 ] 

湿布処置Ⅰ部位、 
理学療法の所定点 
数と マッサージ等 

上記主又は 2 と 3 
4 の消失鎮痛等処置 

の手技による 療法 

を併 施した場合 
又は器具等による 
療法 1  部位 ( 局 

      Ⅰ 所 計 ） 3 項 を 真日 定ま しで 、算 定 ムロ 

 
 

 
 

        

本注 1  上記 1 、 2 及び 3 の処置については、 それぞれ異なる 部位 ( 局所 ) に行った場合のみ 算定できます。 

* 注 2  上記 1 及び 2 を 3 部位 ( 局所 ) 以上行っている 場合は 、 3 の点数を算定することなく、 1 及び 2 の点 

数 のみを 3 部位 ( 局所 ) まで算定できます。 

* 注 3  上記 ェ 及び 2 の合計点数が 理学療法の点数を 上回る場合に 限り、 ュ 及び 2 の合計点数を 算定して差し 

支えあ りません。 

ホ 注 4  消失鎮痛等処置のうち 湿布処置のみ 四肢加算の取扱いで 手及び手指については 2 倍で算定できます。 

* 注 5  同一月において、 上記 2 及び 3 を同一の部位 ( 局所 ) に対して合わせて 5 回以上行った 場合は、 5 回 

目以降については 健保点数の 1 00 分の 5 0 に相当する点数により 算定する。 
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3  入院基本科特例取扱点数一覧表 

Al 0 0  一般病棟入院基本科 

I 群 

入院基本科 Ⅰ 

入院基本 科 2 

入院基本科 3 

入院基本 科 4 

入院基本科 5 

2 週間   (1.  0 1 ィ吾 ) 

1,572  点 1,221  点   1.457  点、 1,132  , 点 

1,439 , 点 1, 118  , 点 

:. Ⅱ「ニ % ニ雲集 糞姦 2  8  日以内 1.340  点、 1.041  . 点、 

1,221  点 948  点   1. 104  , 点 857  . 点 

1,095  点 850  点   

20% 以上 40% 未溝 
1,045  点 812  , 点 

1.018  , 点 791  , 点 

「姉姉姉愛に 億匿姦 2  8  日以内 998  点 776  点 

2 週間以内 2 週間 超   (1.  3 07 音 ) (1.  0 17 音 ) 

1.266  点、 984  点 
入院基本科 3   1. 149  点 893  点 

1, 144  , 点 、 889  点、 
入院基本粋 4   

20% 以上 40% 未満 
1,095  点 850  点 

1,066  点 828  点、 
入院基本粋 5   1,047  , 点 813  点、 
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Al 0 1  療養病棟入院基本科 

  2 週間 超   (1. 0 14 音 ) 

入院基本科 1 1,209  点 4  : ェ 以上 1.572  点、 1,221  点 

入院基本科 2   1,479  , 点 1. 149  , 点 

入院基本 科 3 1,098  点 6 : 1 以上 1.427  点 1,109  , 点 、 

入院基本 科 4 1.204  点、 3 : 1 以上 1,565  a 庶 1.216  点、 

入院基本 科 5 1,129  点 6  :  1 以上   1,468  点 1. 140  ， 点 

入院基本 科 6 1,076  点、 20% 以上 5: H 以上 1,399  , 点 1.087  , 点 

入院基本科 7 1.041  点、 6 : 1 以上   1,353  点 1,051  点 

平成 1 5 年 3 月末までの間   

特別入院基本科 1   1.132  点、 

特別入院基本粋 2   1.040  ， 点 

2  週間 
(1.  0  1 倍 ) 

880  点 

808  点 

平成 1 5 年 4 月以降 

 
 

水注Ⅰ 入院の日から 起算して (1 日につき ) 
* 注 2  療養病棟入院基本科 3 、 4 、 5 、 6 及 び 7 は ついては、 平成 1 5 年 3 月末まで算定 可 。 
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Al 0 2  結核病棟入院基本科 

入院基本粋 1 

入院基本粋 2 

入院基本粋 3 

入院基本粋 4 

入院基本科 5 

入院基本科 6 

入院基本粋 7 
  

特別入院基本科Ⅰ 485 点、     6:1 20% ◆ " ● .--.....- 以上● 未満 
631  , 点 

特別入院基本科 2 6  . 1 未満 
469  点・… ニ ・…… 亜 -     610  点 

2 週間 
(1.  0  1 倍 ) 

490  点 

474  , 点 

本注 1  入院の日から 起算して (1 日につき ) 
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A1 0 3  精神病棟入院基本科 

2 週間   (1.  0 Ⅰ イ吾 ) 

1,348  点、 1,047  , 点 

入院基本科 Ⅰ   1,234  点 958  点 

1,222  点 949  点 
入院基本科 2   1.123  点 873  点 

800  点Ⅰ %: ぎ 以ヒ     1,040  点 808  点 

入院基本科 3   
710  . 点 一一 20% 3  m"" 以上 .1 一 ・ 40% """w 未溝 923  点 717  . 点 

712  , 点鴇毘 元政 廿 926  点 719  点 

入院基本科 4 
876  , 点 681 . 点、 674, 点 ・ 鰯古壬稿ゼ援案 

658  点   4  40%  :  """ 以上 1 一 。 855  点 665  . 点、 

入院基本科 5 
643 点 @-- 20% 4  以上 ‥ :  """"" 40% Ⅰ 一一 未済 836  , 点 、 649  . 点 

589  点 4 品㏄ 尹 Ⅰ   766  点 595  点 

入院基本 科 6 
577  . 点 20% 5  ー 以上 "-""""-" ・ .  40% エ 未溝 750  点 583  点 

548  点 - 40%  6  一 - 一 :  以上 1 - 一 712  点、 553  点 

入院基本科 7 

537  点 - 20% 旦 以上 -;; W0% ユ - 未済 一 698  点 542  点 

  

特別入院基本科 1 459 点 62 ; 0% ユ 以上 未満 597  . 点 

特別入院基本科 2 438  点五 - 」 ュ ・ 禾滴 - 569  点、 

2  週間 l 
(1.  0  1 倍 ) 

464  点 

442  点 

 
 

ホ注 1  入院の日から 起算して (1 日につき ) 
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A1 04  特定機能病院入院基本科 (1 群 ) 
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A1 04  特定機能病院入院基本科 ( Ⅱ 群 ) 
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Al 0 5  専門病院入院基本科 
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水注 1  入院の日から 起算して (1 日につき ) 

A1 0 6  障害者施設等入院基本科 

2 週間以内 2 週間 超   (1.  0  1< 吾 ) 

1244 点ヲ許 味 女工   1,617 , 点 1,256  , 点 

入院基本 科 1 

1  156  点、   """-" 40% 2  以上 一 "-- .  ・ 70% Ⅰ … """ 未満 ‥ 
1,503  点 1.168 点、 

1@142@@   """" 70% 2.5:1 … 一 … 以上 "- 1,485  点、 1, Ⅰ 53  ,E ミ 干、 

入院基本科 2 
1.066  点㍉ 綾 良品忠言 1,386  点、 1.077  , 点 

974 点、 -"w 40% 3:1 … -M 以上 一 " 一 1,266  点、 984  点 
入院基本科 3 

884  点、 "m 20% ‥ 3  - 以上 一 .  ・ """ 40% ‥一 I -" 未満 1,149  点、 893  点、 

877  点   " … 40%  3.5  "--- :  以上 1 一     1, 140 点 886  , 点 

入院基本科 4 

839  点 麒以 主石 恵冨 1.091  , 点 、 847  点、   1.063  点 826  点、 
入院基本科 5 

803  点 - Ⅰ …・ n9% 4  一一 Ⅰ @ ・ .  "- ， ‥ n ヱ ぬナは ""--- 1,044  点 811  , 点 

水注 1  入院の日から 起算して (1 日につき ) 
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A1 0 7  老人病棟入院基本科 

2 週間   (1.  0 1f 吝 ) 

入院基本 科 Ⅰ 1.153  点、 3  : 1 以上 1,499  点 1. 165  点、 

入院基本粋 2 1,078  点 6  :  1 以上 4  :  1 以上 1.401  , 点 、 1,089  点、 

入院基本科 3 1.025  点 0 2 % 以上 5 : ェ 以上 1,333  , 点 1,035  点 

入院基本科 4 990  点 6  : 1 以上 1,287  点 1,000  点 

入院基本科 5 860  点 6  :  1 以上 8  :  1  以上 1,118  . 点、 869  点 

特別入院基本科   958  点 744  . 点 

水注Ⅰ 入院の日から 起算して (1 日につき ) 
ホ注 2  平成 1 5 年 8 月 3 1 日までの間に 限り算定できる。 

A1 0 8  百床診療所入院基本科 

基本点数 看護配置 ） （ 内借 21 週 間 3 以 0 2 週間 超 
(1. 0 1 ィ吾 ) 

1 群 入院基本粋 1 489  点 1  0  人以上 636  , 点 494  点 

1 群 入院基本 科 2 456  点、 5  人以上 593  点 461  点 

1 群 入院基本科 3 415 点、 1 人 以上 540  点 419  , 点 

Ⅱ 群 入院基本科 3 380  点 1 人以上 494  点、 384  点 

Ⅱ 群 入院基本 科 4 345  点 規定無し 449  点 348  , 点 

本注 1  入院の日から 起算して (1 日につき ) 

Al 0 9  有末診療所療養病床入院基本科 

基本点数看護配置看護補助配置 (1. 2 週間以 30 倍 ) 2 週間 
(1. 0 1 剖 

入院基本科 816 点 6 : 1 以上 6 : 1 以上 Ⅰ， 061  ,f 三ま 、 824  点 

特別入院基本科 711 点、 定基準に該当しない 湯ロ 924  点 718 点、 

本注 1  入院の日から 起算して (1 日につき ) 
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